2008年度「労働法」（水町）

第20回　労働組合（text293-30）
１　日本の労働組合・労使関係の実態
1.1　労使関係の構造

　　○企業レベル
　　○産業・地域レベル

　　○全国・全産業レベル
1.2　労使関係の変容

　　○「企業別組合」の長所と短所

　　　　→労使関係の「集権化」

○「春闘」の個別化

　　○組合組織率の低下

探究　今後、日本の労使関係をどのようなものにしていくべきか？　企業レベルを基盤とした分権的組織か？　全国レベル・産業レベルを中心とした集権的組織か？　労働組合はもういらないか？
２　労働組合の組織と運営
2.1　チェック・オフ
　　○チェック・オフの法律関係
　　○賃金全額払原則との関係
○チェック・オフに反対する組合員も拘束されるか？
　＃92

2.2　ユニオン・ショップ
　　○ユニオン・ショップ協定の効力
　　　＃95

　　○ユニオン・ショップ解雇の効力

　　　＊除名が無効の場合のユニオン・ショップ解雇の効力はどうか？

2.3 労働組合の自治とその限界

○労働組合の任意団体性

　→組合自治の原則

　　○労働組合の半公的性格

　→組合民主主義の原則、市民的自由の尊重

　　　　　＃91、＃93、＃94

３　労働組合の組織の変動

3.1　組合財産の帰属と組合の「分裂」

　　○組合財産の帰属

　　　　・法人格がある場合：組合の単独所有

・法人格がない場合：組合の「総有」

○組合が分裂した場合の財産分割請求の可否

3.2　解散

　　○労働組合の解散（労組法10条）
　　○財産の清算

　　　　・法人格がある場合（労組法13条以下）

　　　　・法人格がない場合
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